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川越市消防団デジタル無線機保守点検業務委託仕様書 

 

 この仕様書は、川越市消防団（以下「発注者」という。）が使用するデジタル無線機器

及びそれらの付属機器等（以下「無線機等」という。）の保守点検業務に係る諸事項につ

いて定めたものである。 

 

１ 委託件名 

  川越市消防団デジタル無線機保守点検業務委託 

 

２ 目的 

 発注者が使用する無線機等を常に最良の状態で使用するため、別表１に掲げる無線機

等の保守点検を実施するとともに、障害が発生した場合は、緊急措置を講じて無線機等

の機能を維持するものとし、円滑かつ効果的な無線機等の運用に期することを目的とす

る。 

 

３ 無線機等設置場所及び委託場所 

⑴  川越市御成町１番地１      川越市消防団本部 

 ⑵ 川越市小仙波町１丁目２番地１５ 川越市消防団第一分団 

 ⑶ 川越市三光町２番地８      川越市消防団第二分団 

 ⑷ 川越市野田町１丁目３番地８   川越市消防団第三分団 

 ⑸ 川越市大字鴨田９番地１     川越市消防団芳野分団 

 ⑹ 川越市大字古谷上３８３１番地１ 川越市消防団古谷分団 

 ⑺ 川越市大字今泉３０７番地２   川越市消防団南古谷分団 

 ⑻ 川越市大字藤間３４６番地１   川越市消防団高階分団 

 ⑼ 川越市大字今福１７８５番地５  川越市消防団福原分団 

 ⑽ 川越市南大塚１丁目１４番地２０ 川越市消防団大東分団 

 ⑾ 川越市大字山田１６７番地    川越市消防団山田分団 

 ⑿ 川越市大字小堤６４４番地３   川越市消防団名細分団 

 ⒀ 川越市大字笠幡２３６５番地１  川越市消防団霞ヶ関分団 

⒁ その他発注者が指定した場所 

 

４ 委託期間 

  令和８年１０月１日から令和１１年９月３０日まで（３年間） 

  （地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約） 

 

５ 支払方法  

月払い 
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６ 入札書記載事項 

  入札書に記載する金額については、消費税及び地方消費税を含まない額とし、かつ、月額

を記載すること。 

 

７ 適用 

⑴ この仕様書は、発注者が使用する無線機等の保守点検及び緊急措置（障害等におけ

る緊急対策等）に適用する。 

⑵ この仕様書に規定する事項は、別の定めがある場合を除き、受注者の責任において

履行するものとする。 

⑶ この仕様書に規定する事項の他、発注者が指示した事項について受注者は、誠意を

もって対応するものとする。 

 

８ 用語の定義 

⑴ 無線機等管理担当者とは、無線機等の管理に携わる者で、発注者が指定した者をい

う。 

⑵ 受注者とは、保守点検業務の実施に関し、発注者と請負契約を締結した個人若しく

は会社、その他の法人をいう。 

⑶ 業務責任者とは、保守点検業務を総合的に把握し業務を円滑に実施する者で、現場

における受注者側の責任者をいう。 

⑷ 業務担当者とは、業務責任者の指示により業務を実施する者をいう。 

⑸ 業務関係者とは、業務責任者及び受注者並びに業務担当者の総称をいう。 

⑹ 無線機等管理担当者の承認とは、業務関係者が無線機等管理担当者に対して書面で

申し出た事項について、無線機等管理担当者が書面をもって承諾することをいう。た

だし、緊急を要する場合又は軽易な事項の場合については、口頭により替えることが

できる。 

⑺ 無線機等管理担当者の指示とは、無線機等管理担当者が業務関係者に対して業務上

必要な事項を書面により示すことをいう。ただし緊急を要する場合又は軽易な事項の

場合については、口頭により替えることができる。 

⑻ 協議とは、協議事項について、無線機等管理担当者と業務関係者とが結論を得るた

めに合議し、その結果を書面に残すことをいう。この場合において書面を作成する者

は、業務関係者とする。 

⑼ 検査とは、業務の各段階で、業務関係者が実施した結果等について提出した書類に

基づき、無線機等管理担当者又は無線機等管理担当者が指定した者がこの仕様書との

適否を確認することをいう。 

⑽ 立会いとは、業務の実施上必要な指示、承諾、協議及び検査を行なうため無線機等

管理担当者又は無線機等管理担当者が指定した者がその場に臨むことをいう。 
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⑾ 作業とは、この仕様書で定める無線機等の定期点検及び保守に関し作業することを

いう。 

⑿ 点検とは、無線機等の損傷、変形、腐食若しくはその他の異常の有無を調査するこ

とをいい、保守又はその他の措置が必要か否かの判断を行なうことをいう。 

⒀ 定期点検とは、当該点検を実施するために必要な資格又は特別な専門的知識を有す

る者が定期的に行う点検をいい、外観点検、性能点検及び作動点検等を含めていう。 

⒁ 保守とは、点検結果に基づき無線機等の回復又は障害発生防止のために行う消耗品

の取替え、清掃若しくはその他これらに類する軽微な作業をいう。 

⒂ 清掃とは、汚れを除去すること及び汚れを予防することにより無線機等を保護する

ための作業をいう。 

 

９ 図書類の提出 

⑴ 業務関係者は、契約締結後速やかに次の図書類を提出し発注者の承認を受けなけれ

ばならない。また、内容について変更があった場合には、遅滞なく変更のあった事項

に該当する図書類を提出し、発注者の承認を受けなければならない。 

 ① 保守管理業務計画書 

   実施体制、全体工程又は業務担当者が保有する資格等必要な事項を総合的に取りま

とめた書類 

② 作業計画書 

   保守点検業務計画書に基づき作業別に実施日時、作業内容、作業手順、作業範囲、

業務責任者名、業務担当者名又は安全管理等を具体的に定めた書類 

③ 委託業務実施計画書 

④ 業務責任者（監理技術者）選任書 

   保守管理業務計画書に掲げる業務担当者の内、当該業務における技術上の管理を行

うものを選任する書類 

⑤ 業務記録 

   ア 協議した場合は、その結果について記録した書類 

   イ 一業務が終了した場合には、その内容を記録した書類 

⑥ 契約書等の規定による書類 

⑦ その他、発注者が必要と認めるもの 

 ⑵ 受注者は、以下の書類を各月の点検業務終了後速やかに提出しなければならない。

また、発注者より業務の実施状況について確認の求めがあったときは、これに立ち会

うとともに、発注者の指示を受けて点検を省略した箇所は、その旨を報告書へ記載す

ること。 

  ① 委託業務実施報告書 
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10 検査等 

  発注者は、業務の履行途中又は履行後に必要に応じ、業務関係者に対し履行確認検査

を行うことができることとする。 

⑴ 業務関係者が各段階で実施した結果等について提出した資料に基づき仕様書との

適否を無線機等管理担当者の確認を受けるものとする。ただし、無線機等管理担当者

が軽易かつ業務上困難と認めた場合は、写真、資料等による報告により検査を省略す

ることができる。 

⑵ 業務関係者は、作業内容により無線機等管理担当者等の作業立会いを求めることが

できるものとする。この場合においては、あらかじめ無線機等管理担当者に申し出る

ものとする。 

⑶ 無線機等管理担当者は、作業内容等により検査又は立会いを無線機等管理担当者が

指定する者に委任することができる。この場合において無線機等管理担当者は、業務

関係者に対し速やかに連絡するものとする。 

 

11 指示 

  無線機等管理担当者は、業務関係者に業務上必要な事項について、書面又は口頭で指

示することができる。この場合において業務関係者は、指示された事項について誠実に

履行するものとする。 

 

12 関係法令等の遵守 

業務関係者は、業務の実施に際し関係する法令等の他、関係する技術基準等について

遵守し、円滑な業務を推進しなければならない。 

 

13 業務責任者の配置等 

⑴ 受注者は、無線機等の知識及び技術等に精通した技術者を配置し、その中から業務

責任者を選任しなければならない。 

⑵ 業務責任者は、業務関係者を管理監督し、業務を安全かつ円滑に実施しなければな

らない。 

⑶ 業務責任者は、無線機等管理担当者等から無線機等に関する質疑又は意見等を求め

られた場合は、資料等を活用し誠意をもって対応しなければならない。 

 

14 機密の保持 

⑴ 本契約に係る業務請負にあたり、知り得た一切の情報について、発注者の許可なく

業務遂行以外の目的に使用及び第三者に漏らしてはならない。 

本契約が終了した後についても同様とする。 

⑵ 業務関係者は、業務請負にあたり入手した資料及び各種データ等について、常に適

正な管理を行うとともに、使用しない場合には施錠ができる環境において保管する等
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の情報漏えいに対して万全の対策を講じなければならない。 

⑶ 業務関係者は、発注者から提供された資料及びデータ等について、第三者に提供又

は業務遂行以外での目的で複写及び複製を行ってはならない。ただし、あらかじめ発

注者の承認を得た場合はこの限りではない。 

 

15 秘密の保持 

業務関係者は、業務を遂行するにあたり知り得た個人情報等の内容をみだりに他人に

知らせ又は不当な目的に使用してはならない。 

また、４に規定する委託期間終了後も同様とする。 

 

16 行政情報流出防止対策の強化 

⑴ 業務関係者は、業務履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をと

らなければならない。 

⑵ 業務関係者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責

任者」という。）を選任及び配置するものとする。 

⑶ 業務関係者は、次に掲げる電子情報の管理体制を確保しなければならない。 

  ① 業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策 

  ② 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

  ③ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

⑷ 業務関係者は、業務の実施に際し、情報流出の原因となる以下の行為を行なっては

ならない。 

① 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

② セキュリティ対策が施されていないパソコンの使用 

③ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

④ セキュリティ機能のない電磁的記憶媒体を使用した重要情報の移送 

⑤ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

⑸ 業務関係者は、業務履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情

報流出事故が発生した場合は、直ちに無線機等管理担当者へ報告するとともに速やか

に事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置をとり、事故の再発防止措置を

講ずるものとする。 

⑹ 上記事故が業務関係者に起因する場合は、業務関係者の費用負担により回復するも

のとする。また、第三者への損害の賠償については、受注者がその責めを負うものと

する。 

⑺ 受注者は、業務関係者、社員その他全ての従業員に対し行政情報の流出防止対策に

ついて、周知徹底を図るものとする。 

 

17 業務の実施 
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⑴ 業務の実施時間は、次に掲げる場合を除き午前９時００分から午後４時３０分とす

る。 

  ア 障害等の緊急性を考慮し、時間外に作業する必要がある場合 

イ 業務場所等の都合により休日、夜間に作業を行なう必要がある場合 

ウ その他、無線機等管理担当者が認めた場合 

⑵ 業務関係者は、業務履行に適した服装とし腕章等により身分を明確に表さなければ

ならない。 

⑶ 業務関係者は、台風、豪雨、積雪、暴風等の災害又はその他天災等に対しては、平

素から気象予報等に十分な注意を払い、常にこれに対処できるよう準備しておかなけ

ればならない。 

⑷ 業務にあたり、事前準備を行い無線機等への影響を最小限にし、業務に起因する障

害が発生しないよう最善の注意を払うとともに、業務終了時には動作確認を必ず行わ

なければならない。 

⑸ 業務中に事故等の発生若しくは発生のおそれがある場合には、臨機の措置を執ると

ともに遅滞なく無線機等管理担当者に報告しなければならない。 

⑹ 業務の都合上、緊急措置以外の作業を閉庁日又は時間外に行う必要がある場合には、

あらかじめ無線機等管理担当者の承諾を得なければならない。 

 

18 使用器材 

保守管理等に要する部品、材料は現状と同等もしくは、それ以上の良品とし完全なる

ものを使用しなければならない。 

 

19 設備等の使用 

⑴ 業務の履行のために使用する設備及び工器具並びに消耗品等は、受注者の責任によ

り調達しなければならない。 

⑵ 受注者は業務の履行のために必要な光熱用水及び汎用性の程度等により受注者が

調達することが困難と認められる設備機械器具その他設備等（以下「設備等」という。）

がある場合には、あらかじめ無線機等管理担当者に申し入れ承認された場合に限り業

務の履行に発注者の設備等を使用することができる。 

 

20 施設の使用 

⑴ 業務の内容が発注者の施設対象外であるときは、業務関係者は業務履行のために発

注者の指示に従い業務を行わなければならない。 

⑵ 業務の内容が発注者の施設内でなければ履行できないものであるときは、業務関係

者は業務履行のために発注者の許可又は承認を得て発注者の施設を使用することが

できる。 

⑶ 前項の使用は、業務関係者に対し業務とは関連せずに発注者の施設を使用する権限
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を認めるものではない。 

⑷ 業務関係者は、発注者の施設内に業務関係者の業務履行のために必要と認められな

い物品等を搬入してはならない。 

⑸ 業務関係者は、業務実施期間が終了した際には、発注者の施設内に搬入した物品を

速やかに搬出しなければならない。 

⑹ 業務関係者は、19 項⑵により承認された設備等の使用及び本項⑵により使用を承

諾された施設を、善良な管理者の注意義務をもって取扱い及び管理しなければならず、

業務関係者の責任に帰すべき事由により毀損及び紛失等が生じたときは、受注者の責

任によりその損害を賠償しなければならない。 

⑺ 業務関係者は、前号について業務期間が終了又はこの契約が解除されたときは、直

ちに現状に復して受注者に返還しなければならない。ただし、通常の消耗程度につい

ては、協議の上決定することとする。 

 

21 貸与品等 

⑴ 業務履行に必要な図書及び予備品等は発注者の保有するものを使用できるものと

する。 

なお業務関係者は、事前に無線機等管理担当者の承諾を得ておくものとする。 

⑵ 業務関係者は、貸与された図面及び関係資料等の必要がなくなった場合には、直ち

に発注者に返却するものとする。 

⑶ 業務関係者は、貸与された図書及び関係資料等を丁寧に扱い、損傷又は汚損しては

ならない。万一、損傷又は汚損した場合には、受注者の責任と費用負担において修復

するものとする。 

⑷ 業務関係者は、図面及び関係資料等をみだりに複製してはならない。ただし、無線

機等管理担当者が承諾した場合はこの限りではない。 

 

22 定期点検等 

無線機等の点検、調整、修理及び部品交換並びに清掃等の作業を実施するものとする。 

⑴ 定期点検 

   定期点検対象の無線機等及び点検回数については、別表１に記載のとおりとし、業

務関係者は点検内容及び測定方法等をあらかじめ発注者に文書により説明し承認を

得なければならない。 

⑵ 点検作業中に発見した障害等修理 

   定期点検の結果、故障している場合や障害等に発展するおそれのある場合には、修

理又は部品交換（保全交換を含む）を受注者の負担により行わなければならない。 

⑶ 報告書の提出 

   受注者は点検の結果について、機器毎並びに業務実施場所毎に点検実施報告書を作

成し発注者の承認を受けなければならない。 
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23 緊急保守対応 

障害発生時等の受付及び保守等体制は、２４時間体制とし、発注者の要請に基づき業

務関係者は速やかに業務関係者を派遣し障害復旧及び修理等可能な体制を構築しなけ

ればならない。 

 

24 その他保守対応の種類 

⑴ 事務の代行 

無線機等の保全に関する関係機関への申請及び届出並びに報告等の事務について、

必要により代行すること。 

⑵ 保守管理業務報告会 

業務関係者は、保守点検業務の中で発注者へ特に報告の必要がある内容について報

告会を実施することができる。 

実施時期及び実施内容については、協議の上決定するものとする。 

 

25 障害修理等の対応 

⑴ 障害等原因の追究及び解明 

   業務関係者は、障害等が発生した原因を追究及び解明し、それを修理等の根拠とし

同様な障害等の再発防止に努めることのほか、予測される原因及び障害の発生した原

因を修理等の前に発注者へ説明しなければならない。 

⑵ 報告書の提出 

   障害修理等の完了時、障害の原因及び措置等について記載した作業伝票等を提出し

無線機等管理担当者又は無線機等管理担当者が指定した者に確認を得るとともに口

頭説明を行わなければならない。 

   また、報告書は後日提出することとし、障害修理等に時間を要するものについては、

適宜書面等により中間報告を行うこととする。 

⑶ 気象災害等（人為的災害含む）により発注者が重大と認める障害が発生した場合及

び重大な障害が発生するおそれがあると判断した場合には、業務関係者は発注者の求

めにより速やかに障害等の復旧を図らなければならない他、緊急点検等必要な措置を

とらなければならない。 

⑷ 障害修理等のため発注者の予備品を代替として使用した場合には、障害等の発生し

た機器は速やかに修理を完了させ、使用した発注者の予備品と同等又は同等以上の物

品を速やかに補充しなければならない。 

⑸ 受注者は、発注者からの軽微な障害等について修理等を依頼された場合、速やかに

受注者の負担において処理しなければならない。 

⑹ 重大な障害等修理の対応 
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   重大な障害等が発生した場合又は発生する可能性が著しく高い場合等業務関係者

は速やかに障害等の内容を把握するとともに発注者に報告し、復旧策及び応急的な措

置をとった後に障害などの詳細な内容説明及び費用が発生するおそれのある理由を

明確にし、発注者に説明し承認を得るとともに費用について協議の上決定することと

する。 

26 再委託 

受注者は、業務の一部を再委託する場合は、書面により協力者との契約関係を明確に

しておくとともに、業務の実施について適切な指導、管理のもと業務を実施するものと

し、あらかじめ無線機等管理者の承諾を得ること。ただし、次に掲げる事項に該当する

場合は、これを再委託することはできない。 

⑴ 業務における総合的業務計画、業務遂行管理、点検方法の決定及び技術的判断等 

 

27 登録点検 

発注者の保有する無線機等において、関係法令に基づく事務手続が次年度以降に発生

する場合、受注者は発注者へ８月末までに報告するものとする。 

 

28 違反時の報告等 

業務関係者は本仕様書に記載の事項について、違反した場合又は違反するおそれがあ

る場合には速やかに発注者に報告等を行い、その指示に従わなければならない。 

 

29 安全等の確保 

⑴ 業務関係者は、業務履行に際し、発注者のみならず、付近の住民、通行人及び通行

車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。 

⑵ 業務関係者は、業務履行にあたり常に安全管理に心掛け、感電及び墜落事故等に十

分注意するものとし、必要に応じて保安防具等を着用しなければならない。 

⑶ 業務関係者は、業務の実施にあたっては安全の確保に努めるとともに労働安全衛生

法等関係法令に基づく措置を講じなくてはならない。 

⑷ 業務関係者は、指定場所以外で火気を使用してはならない。 

⑸ 業務関係者は、常に施設警備に注意しなければならない。 

 

30 打合せ等 

業務を適正かつ円滑に実施するため、業務責任者と無線機等管理担当者は常に綿密な

連絡をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容はその都度、業務

責任者が記録し相互に確認しなければならない。 

 

31 その他特記事項 

⑴  この入札は、地方自治法第２３４条の３に基づく「川越地区消防組合長期継続契
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約を締結することができる契約を定める条例」に規定する長期継続契約に該当する

ものであり、当該入札執行後の契約については「翌年度以降の歳出予算の金額につ

いて減額又は、削除があった場合には当該契約は解除することができる」旨及び損

害賠償に関する事項を契約書に記載すること。 

⑵  この契約の締結後に、消費税法（昭和 63 年法律第 108号）等の改正により、消費

税額等の額に変動が生じた場合は、発注者は、この契約を何ら変更することなく契

約金額に相当する消費税額等を加減して支払うものとする。ただし、税法上経過措

置の対象となる場合には、経過措置が優先して適用される。 

⑶  本業務において、ここに記載のない事項が発生した場合及び発生するおそれがあ

る場合には、協議することとし、受注者は独自の解釈において業務を行ってはなら

ない。 

 

 

 

保守点検対象無線機器及び点検回数 

番

号 
名称 数量 単位 回数 備考 

1 可搬型無線機 1 式 1 回 アンテナ含む 

2 車載型無線機 14 式 1 回 アンテナ含む 

3 携帯型無線機 17 式 1 回 アンテナ含む 

4 据置型受令機 12 式 1 回 アンテナ及び同軸避雷器含む 

5 携帯型受令機 5 式 1 回 アンテナ含む 

6 車載型受令機 14 式 1 回 アンテナ含む 

ここに記載のものの他、付属機器等も含むものとする。 

 

 

 

【担当】川越地区消防局総務課消防団担当 

川越市御成町１番地１ 

電 話：049-222-0741  

F A X：049-226-7291 


